
河合町既存木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱

（趣旨）

第１ この要綱は、住宅の耐震化を促進し、もって災害に強い、安心で安全なまちづくり

を推進するため、住宅の耐震改修を行う所有者等に対し、予算の範囲内において補助金を

交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２ この要綱において、次の各号に揚げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。

一 住宅 一戸建ての木造住宅、長屋及び共同住宅（店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等

の用に供する部分の床面積が延べ面積の１／２未満のもの）を含む。）をいう。

二 耐震診断 「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成

１８年国土交通省告示第１８４号）別添第一建築物の耐震診断の指針」に基づく診断法又

は国土交通大臣が同診断法の一部又は全部と同等以上の効力を有すると認めた診断法によ

る評価方法とする。

三 耐震改修工事 耐震診断の結果により、倒壊の危険があると判断された既存木造住宅

の地震に対する安全性の向上を目的として実施する改修工事で、構造評点が１．０未満で

あるとされたものを改修後の構造評点が１．０以上に、又は、０．７未満であるとされる

ものを０．７以上になるもの。

（補助対象者）

第３ 補助金の交付申請対象となる者は、耐震改修工事を行う補助対象住宅の所有者等

（補助工事）

第４ 補助金の交付対象となる耐震改修工事は、次のとおりとする。

区 分 補助金の交付対象となる改修工事

住宅 （昭和５６年５月３１日以前に着

工したものに限る。）

（１） 改修工事前の構造評点１．０未満のも

のを改修工事後の構造評点１．０以上

の数値となる改修工事

（２）改修工事前の構造評点０．７未満のも

のを改修工事後の構造評点０．７以上

の数値となる改修工事



（補助対象経費及び補助金の額）

第５ 補助対象経費は、補助対象住宅の耐震改修工事に要した費用（一般管理費、現場管

理費及び共通仮設費を含む。）とする。

２ 補助金の額は、次に揚げる額の合計とする。

一 事業対象建築物一棟あたりの補助金の額は、次表（ア）に掲げる耐震改修工事費の区

分に応じた（イ）に掲げる額とする。

（交付申請）

第６ 補助金の交付を受けようとする者は、既存木造住宅耐震改修工事補助金交付申請書

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、工事契約の締結前に町長に提出しなければな

らない。ただし、河合町既存木造住宅耐震診断受診者については、耐震診断の結果の写し

等を省略することができる。

一 耐震改修工事見積書及び内訳書

二 補助対象住宅の付近見取図及び写真（外観が分かるものを２枚以上）

三 平面図

四 補助対象住宅が昭和５６年５月３１日以前に着工したことを証する書面（建築確認通

知書（写）等）

五 補助対象住宅の所有者等が確認できる書類

六 耐震診断の結果の写し

七 耐震補強設計図書

八 耐震改修工事工程表

九 納税証明書

十 建築士による設計内容確認書（様式第２号）

十一 工事監理者の選任報告書（様式第３号）

十二 その他町長が必要と認める書類

（交付決定等）

第７ 町長は第６の規定により申請書を受理したときは、申請の内容を審査し適当

（ア）耐震改修工事費 （イ）補助金の額

５０万円以上

８７万円未満

２０万円

（千円未満は切り捨て）

８７万円以上

２１８万円未満

左の額に２３％を乗じた額

（千円未満は切り捨て）

２１８万円以上 上限金額５０万円



と認めた場合は、補助金の交付を決定し、既存木造住宅耐震改修工事補助金交付決定

通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。

２ 町長は、前項に規定する審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、

既存木造住宅耐震改修工事補助金不交付通知書（様式第５号）により、申請者に通知する

ものとする。

（工事の着手）

第８ 第７の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助金交付申請者」とい

う。）は、工事を着手した際、直ちに既存木造住宅耐震改修工事着手届（様式第６号）

を町長に提出しなければならない。

（工事の変更等）

第９ 補助金交付申請書は、第６に規定する補助金交付申請の内容を変更しようとす

るときは、速やかに町長と変更協議しなければならない。

２ 前項の変更協議において、補助金の額に変更が生じる場合は、既存木造住宅耐震改

修工事変更申請（様式第７号）を町長に提出しなければならない。

３ 町長は前号の変更申請を受理したときは、変更申請の内容を審査し、適当と認

めた場合は、既存木造住宅耐震改修工事補助金変更交付決定通知書（様式第８号）に

より、申請者に通知するものとする。

４ 第１項の変更協議において、工事内容のみに変更が生じる場合は既存木造住宅耐震

改修工事変更届（様式第９号）を町長に提出しなければならない。

５ 補助金交付申請者は、耐震改修工事を中止しようとするときは既存木造住宅耐震改

修工事中止届（様式第１０号）を町長に提出しなければならない。

（中間工程の報告）

第１０ 補助金交付申請者は、耐震改修工事を施行している間に既存木造住宅耐震改修

工事中間工程報告書（様式第１１号）に建築士による中間工程確認書（様式第１２号

）及び工事写真を添付し、町長へ提出しなければならない。

この場合において、町長は必要に応じて現場で検査を行うことができる。

２ 既存木造住宅耐震改修工事中間工程報告書の提出時期は、町長と補助金交付申

請者で協議して決めるものとする。

（完了の報告）

第１１ 補助金交付申請者は、耐震改修工事完了後、既存木造住宅耐震改修工事完了報

告書（様式第１３号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。



この場合において、町長は必要に応じて現場で検査を行うことができる。

一 建築士による完了検査確認書（様式第１４号）

二 耐震改修工事の完了時の写真

三 耐震改修工事契約書の写し

四 耐震改修工事精算書（最終の工事代金内訳書）

五 耐震改修工事に要した経費に係る領収書

六 その他町長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第１２ 町長は、既存木造住宅耐震改修工事完了報告書を受理したときは、報告書

の内容を精算するものとする。

２ 町長は、耐震改修工事が適正に行われたと認めるときは、補助金の額を確定し、

既存木造住宅耐震改修工事補助金交付額確定通知書（様式第１５号）を補助金交付申

請者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第１３ 補助金交付申請者は、既存木造住宅耐震改修工事補助金交付額確定通知書を受理

したときは、既存木造住宅耐震改修工事補助金請求書（様式第１６号）を町長に提

出し、補助金の支払いを請求するものとする。

（交付決定の取消し等）

第１４ 町長は、補助金交付申請者に補助金を交付することが適当でないと認めたと

き又は耐震改修工事が中止されたときは補助金交付決定を取り消すことができる。

（その他）

第１５ この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附則

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。


